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■ 決議事項

証券コード：4224

ご案内

�当日ご出席に際しましてはご自身の体調をご
確認のうえご判断下さい。また、今後の感
染状況により運営方針に変更がある場合は
当社ウェブサイトにてお知らせいたします。
https://www.lonseal.co.jp/

● 感染症対策について

● お土産のご用意はございません。
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（証券コード 4224）
2023年６月９日

（電子提供措置の開始日 2023年６月１日）
株 主 各 位

東京都墨田区緑四丁目15番３号

代表取締役社長 大 村 朗

第80回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第80回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト
(https://www.lonseal.co.jp/ir/meeting/)

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト
(https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show)

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧
書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日ご出席いただけない場合は、書面（郵送）又はインターネット等により議決権を行
使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、「議決権行使
方法に関するご案内」（３～４頁）に記載の方法により、2023年６月28日（水曜日）午後５時
40分までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時 2023年６月29日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都墨田区横網一丁目６番１号

国際ファッションセンタービル 11階（115号室）
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３．会議の目的事項
報 告 事 項 1.第80期 （2022年４月１日から2023年３月31日まで）

事業報告及び連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会
の連結計算書類監査結果報告の件

2.第80期 （2022年４月１日から2023年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 監査等委員でない取締役６名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますようお願い申し上げ
ます。
なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただき
ます。
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インターネットによる議決権行使のご案内については次頁をご参照ください。

議決権行使方法に関するご案内
株主総会にご出席いただく場合
開催日時 2023年６月29日（木曜日）午前10時
議決権行使書用紙を会場受付へご提出ください。（ご捺印は不要です。）
なお、株主でない代理人および同伴の方など、議決権を行使することがで
きる株主以外の方はご入場いただけません（お身体の不自由な株主様の同
伴の方を除きます。）ので、ご注意ください。

書面による議決権行使
行使期限 2023年６月28日（水曜日）午後５時40分到着分まで
各議案の賛否を議決権行使書用紙にご記入のうえ、
切手を貼らずにご投函ください。
議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表
示をされたものとして取り扱わせていただきます。

インターネットによる議決権行使
行使期限 2023年６月28日（水曜日）午後５時40分送信分まで
議決権行使サイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/ にアクセスし、
画面の案内に従い、各議案の賛否をご入力ください。

（1）行使期限は2023年６月28日（水曜日）午後５時40分までとなっており、同時刻まで
に入力を終える必要があります。お早めの行使をお願いいたします。

（2）書面とインターネットによる議決権行使を重複して行使された場合は、インターネット
によるものを有効とします。複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効とし
ます。

（3）パスワード（株主様が変更されたものを含みます。）は今回の株主総会のみ有効です。
次回の株主総会時は新たに発行いたします。

（4）インターネット接続に係る費用は株主様のご負担となります。
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1 議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。

2 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。
※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

「スマート行使」の議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数で
すがPC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に
記載の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力して
ログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイ
トへ遷移できます。

1 議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

「次へすすむ」をクリック

「議決権行使コード」
を入力

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「次へ」をクリック

「登録」をクリック

4 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

2 議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

3 議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行 証券代行部 インターネットヘルプダイヤル

（受付時間 年末年始を除く午前９時～午後９時）
0120-768-524

インターネットによる議決権行使のご案内
QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議
決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案 監査等委員でない取締役６名選任の件

監査等委員でない取締役６名は、本株主総会終結の時をもって全員任期満了となります。
つきましては、監査等委員でない取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本事案に関しましては、監査等委員会からは株主総会で陳述すべき特段の事項がな

い旨を確認しております。
監査等委員でない取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 当社における現在の地位及び担当 取締役会

出席回数 候補者属性

1 にし おか ひで あき

西 岡 秀 明 ― ― 新任

2 はす ぬま おさむ

蓮 沼 修 取締役常務執行役員土浦事業所長 研
究・開発部担当 13/13回 再任

3 い せき なお ひこ

井 関 直 彦
取締役常務執行役員 人事・総務部、
経理部、監査室、ＣＳＲ推進室担当
大阪支店長

13/13回 再任

4 とき わ あき お

常 盤 昭 夫 取締役常務執行役員防水事業部長 建
装事業部担当 13/13回 再任

5 こく ざわ ひで お

石 澤 英 夫 取締役執行役員 品質保証部、経営管
理部、情報システム部、購買部担当 13/13回 再任

6 かみ なが とし き

神 長 俊 樹 取締役 13/13回 再任 社外 独立

新任 新任候補者 再任 再任候補者 社外 社外役員 独立 独立役員
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

１

西
に し お か

岡 秀
ひ で あ き

明
（1962年８月９日生）

新任

取締役会出席状況
―

1986年４月 東洋曹達工業㈱（現東ソー㈱）入社
2010年６月 東ソー㈱ポリマー事業部ポリエチレン部長
2015年６月 参共化成工業㈱代表取締役社長
2019年６月 東ソー㈱執行役員ポリマー事業部長（現在に至

る）
―株

【監査等委員でない取締役候補者とした理由】
営業部門、経営者としての豊富な経験、実績、見識を有しており、当社の重要事項の決定及び業務

執行の監督に対して貢献できると期待して、取締役候補者といたしました。

２

蓮
は す ぬ ま

沼 修
おさむ

（1960年10月13日生）

再任

取締役会出席状況
13回/13回（100％）

1983年４月 東洋曹達工業㈱（現東ソー㈱）入社
2011年６月 大洋塩ビ㈱取締役兼東ソー㈱四日市事業所塩ビ

ポリマー製造部長
2016年６月 大洋塩ビ㈱取締役
2019年５月 東ソー㈱執行役員
2019年６月 当社取締役常務執行役員土浦事業所長
2021年６月 当社取締役常務執行役員土浦事業所長 研究・

開発部担当（現在に至る）

600株

（重要な兼職の状況）
㈱ロンテクノ取締役
ロンシールインコーポレイテッド取締役

【監査等委員でない取締役候補者とした理由】
製造部門、技術部門等での豊富な経験、実績、見識を有しており、当社の重要事項の決定及び業務

執行の監督に対して貢献できると期待して、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

３

井
い せ き

関 直
な お ひ こ

彦
（1963年５月11日生）

再任

取締役会出席状況
13回/13回（100％）

1986年４月 ㈱日本興業銀行入行
2013年４月 みずほ証券㈱アセットマネジメントグループシ

ニアエグゼクティブ
2017年６月 当社顧問
2017年６月 当社取締役兼常務執行役員 人事・総務部、経

理部、監査室担当
2019年６月 当社取締役常務執行役員 人事・総務部、経理

部、監査室、防水事業部担当
2022年１月 当社取締役常務執行役員 人事・総務部、経理

部、監査室、ＣＳＲ推進室担当 大阪支店長
（現在に至る）

1,900株

【監査等委員でない取締役候補者とした理由】
企画、管理、営業等の各部門での豊富な経験、実績、見識を有しており、当社の重要事項の決定及

び業務執行の監督に対して貢献できると期待して、取締役候補者といたしました。

４

常
と き わ

盤 昭
あ き お

夫
（1960年３月25日生）

再任

取締役会出席状況
13回/13回（100％）

1982年４月 当社入社
2007年10月 当社土浦事業所生産技術部長
2010年６月 当社理事土浦事業所第一製造部長
2013年６月 当社理事土浦事業所副事業所長兼土浦事業所第

一製造部長
2014年６月 当社執行役員開発事業部長兼国際営業部長
2017年６月 当社取締役兼執行役員建装事業部長
2018年６月 当社取締役兼常務執行役員建装事業部長兼大阪

支店長 壁装事業部担当
2019年６月 当社取締役常務執行役員建装事業部長兼大阪支

店長 壁装事業部担当
2021年４月 当社取締役常務執行役員防水事業部長 建装事

業部担当（現在に至る）

1,000株

（重要な兼職の状況）
㈱ロンテクノ取締役
ロンシールインコーポレイテッド取締役
龍喜陸（上海）貿易有限公司董事

【監査等委員でない取締役候補者とした理由】
製造、生産技術、営業等の各部門での豊富な経験、実績、見識を有しており、当社の重要事項の決

定及び業務執行の監督に対して貢献できると期待して、取締役候補者といたしました。

2023年05月25日 15時05分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

― 8 ―

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

５

石
こ く ざ わ

澤 英
ひ で お

夫
（1965年８月20日生）

再任

取締役会出席状況
13回/13回（100％）

1989年４月 東ソー㈱入社
2009年６月 同社広報室長兼コンプライアンス委員会
2013年６月 同社ポリマー事業部企画管理室長
2020年６月 当社取締役執行役員 経営管理部、情報システ

ム部、購買部担当
2021年６月 当社取締役執行役員 品質保証部、経営管理部、

情報システム部、購買部担当（現在に至る）

―株

（重要な兼職の状況）
ロンシールインコーポレイテッド取締役

【監査等委員でない取締役候補者とした理由】
企画、管理、広報等の各部門での豊富な経験、実績、見識を有しており、当社の重要事項の決定及

び業務執行の監督に対して貢献できると期待して、取締役候補者といたしました。

６

神
か み な が

長 俊
と し き

樹
（1954年12月10日生）

再任 社外 独立

取締役会出席状況
13回/13回（100％）

1978年３月 日本セメント㈱（現太平洋セメント㈱）入社
1998年10月 太平洋セメント㈱土佐工場設備部長
2011年４月 同社上磯工場長
2012年４月 同社執行役員上磯工場長
2016年６月 アサノコンクリート㈱代表取締役社長
2018年６月 ㈱デイ・シイ代表取締役社長
2021年６月 同社会長
2021年６月 当社取締役（現在に至る）

―株

【監査等委員でない取締役候補者とした理由及び期待される役割】
事業会社の経営者として豊富な経験、実績、見識を有しており、当社の今後の発展のために、独立

した立場から有益な意見をいただけると判断し、社外取締役候補者といたしました。
（注） 1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

2. 神長俊樹氏は、社外取締役候補者であります。
3. 神長俊樹氏が社外取締役に就任してからの年数は本株主総会終結の時をもって２年であります。
4. 神長俊樹氏は、東京証券取引所が指定を義務付ける独立役員候補者であります。
5. 当社は、現在社外取締役である候補者神長俊樹氏との間で責任限定契約を締結しております。同氏

が取締役に再任された場合、当該契約を継続する予定であります。当該契約に基づく賠償責任限度
額は、会社法第425条第１項に定める最低限度額となります。

6. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる業務
の遂行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被る損害を当該保険契約により補填するこ
ととしております。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次
回更新時には同内容での更新を予定しております。
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第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
本株主総会終結の時をもって、監査等委員である取締役河本浩爾氏が辞任されます。
つきましては、監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名 当社における現在の地位及び担当 取締役会
出席回数 候補者属性

よね ざわ さとる

米 澤 啓 ― ― 新任 社外

新任 新任候補者 社外 社外役員

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

米
よ ね ざ わ

澤 啓
さとる

（1962年５月24日生）

新任 社外

取締役会出席状況
―

監査等委員会出席状況
―

1986年４月 東洋曹達工業㈱（現東ソー㈱）入社
2011年６月 東ソー㈱高機能材料事業部管理室長
2013年６月 同社財務部長
2015年６月 当社社外監査役
2017年６月 東ソー㈱執行役員財務部長
2018年６月 同社執行役員経営管理室長
2020年６月 同社上席執行役員経営管理室長兼中国総代表
2022年６月 同社取締役常務執行役員経営管理室長（現在に

至る）

―株

【監査等委員である取締役候補者とした理由及び期待される役割】
経営管理部門等での多岐に亘る経験、実績、見識並びに財務・会計に関する適切な知見を有してお

り、客観的かつ公正な立場で当社の経営に関する監査・監督の強化に適任であると判断し社外取締役
候補者といたしました。
（注） 1. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

2. 米澤啓氏は、社外取締役候補者であります。
3. 米澤啓氏は、2015年６月26日から2016年６月29日までの間、当社の社外監査役でありました。
4. 当社は、米澤啓氏が取締役に選任された場合、同氏との間で責任限定契約を締結する予定でありま

す。当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に定める最低限度額となります。
5. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる業務

の遂行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被る損害を当該保険契約により補填するこ
ととしております。候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回
更新時には同内容での更新を予定しております。
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【ご参考】取締役候補者のスキルマトリックス（任期継続者を含む）

氏 名 企業経営 財務・会計 人事・法務・
リスク管理

製造・技術・
研究

営業・マーケ
ティング 国際性

監
査
等
委
員
で
な
い
取
締
役

西岡 秀明 ○ ○

蓮沼 修 ○ ○ ○

井関 直彦 ○ ○ ○ ○

常盤 昭夫 ○ ○

石澤 英夫 ○ ○

神長 俊樹 ○ ○ ○

で監
あ査
る等
取委
締員
役

前田 篤 ○

渡部 秀樹 ○

米澤 啓 ○ ○ ○ ○
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第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
本株主総会開始の時をもって補欠の監査等委員である取締役選任の効力が失効しますの

で、監査等委員が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠の監査等
委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

堀
ほ り た に

谷 宏
こ う じ

志
（1969年５月13日生）

社外

1993年４月 東ソー㈱入社
2015年１月 東ソー㈱経営企画・連結経営部（現在に至る）

―株

【補欠の監査等委員である取締役候補者とした理由及び期待される役割】
経営企画部門等での多岐に亘る経験、実績、見識を有しており、客観的かつ公正な立場で当社の経営に関す

る監査・監督の強化に適任であると判断し補欠の社外取締役候補者といたしました。
（注） 1. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

2. 堀谷宏志氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
3. 当社は、堀谷宏志氏が監査等委員である取締役に就任した場合、同氏との間で責任限定契約を締結

する予定であります。当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責
任限度額となります。

4. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる業務
の遂行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被る損害を当該保険契約により補填するこ
ととしております。堀谷宏志氏が就任した場合、同氏は当該保険契約の被保険者に含められること
となります。

以 上
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第80期 事業報告（2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症防止対策が維持される
中で、緩やかに持ち直しの動きが見られましたが、資源価格の高騰や物価の上昇などの要因
により不透明な状況が続きました。
このような状況の下、当連結会計年度における当社グループの連結売上高は、引き続き営

業努力を重ねた結果、195億60百万円(前期比7.9%増)となりました。
損益面につきましては、当連結会計年度においても生産性の向上等による売上原価低減に

努めましたが、原材料価格及びエネルギーコストなどの高騰の影響が大きく、営業利益は５
億68百万円(前期比55.6%減)、経常利益は６億68百万円(前期比51.2%減)、親会社株主に
帰属する当期純利益は４億48百万円(前期比53.6%減)となりました。
セグメント別の状況は次のとおりです。

（合成樹脂加工品事業）
主力の建材製品は、国内床材、防水資材、住宅資材、壁装材、輸出用床材が売上増となり

ました。また、産業資材製品は、車両用床材は売上増となりましたが、フィルム基材が売上
減となりました。
この結果、売上高は192億円（前期比8.0%増）、営業利益は３億６百万円（前期比69.5%

減）となりました。
（不動産賃貸事業）
不動産賃貸料収入は３億60百万円（前期と同額）、営業利益は２億61百万円（前期比

4.5%減）となりました。
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企業集団のセグメント別売上高
期別

事業区分

当 期 前 期 増 減
金額

（百万円）
構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

増減率
（％）

合 成 樹 脂
加 工 品 事 業 19,200 98.2 17,769 98.0 1,430 8.0

不 動 産
賃 貸 事 業 360 1.8 360 2.0 ― ―

合 計 19,560 100.0 18,129 100.0 1,430 7.9

（2）設備投資の状況
当期中に実施した設備投資は、検査装置、印刷・型押ロール、ソフトウエアなど、総額３

億83百万円であります。

（3）資金調達の状況
特記すべき事項はありません。

（4）対処すべき課題
わが国経済の先行きは、政府による社会経済活動の正常化に向けた取組みの効果などによ

り、緩やかに回復していくことが期待されるものの、資源価格の高止まりや物価の上昇など
の影響から、不透明な状況が続くことが予想されます。
このような環境の下、事業環境の変化にスピーディーに対応できる体制整備と事業基盤の

強化を推し進め、安定した利益を確保し続ける企業への変革に努めてまいります。
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（5）財産及び損益の状況の推移
期別

区分
第77期

2020年3月期
第78期

2021年3月期
第79期

2022年3月期
第80期

2023年3月期
売 上 高 （百万円） 19,895 17,167 18,129 19,560
経 常 利 益 （百万円） 1,808 1,281 1,370 668
親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 1,207 872 965 448
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 261円90銭 189円28銭 209円37銭 97円25銭
純 資 産 （百万円） 16,644 17,210 17,957 18,252
総 資 産 （百万円） 24,021 23,904 24,751 25,343
（注）１．１株当たり当期純利益は、保有する自己株式数を除く期中平均発行済株式総数により算出しており

ます。
２．第79期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用し

ており、第79期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載
しております。

（6）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

該当はありません。
② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率 主な事業内容

株 式 会 社 ロ ン テ ク ノ
百万円 ％

建材商品の仕入・販売及び工事20 100.0

ロ ン シ ー ル イ ン
コ ー ポ レ イ テ ッ ド

千米ドル ％
建材商品の仕入及び販売380 100.0

龍 喜 陸 （上 海）
貿 易 有 限 公 司

千人民元 ％
建材商品の仕入及び販売1,975 100.0
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（7）主要な事業内容
当社グループの事業及び主要製品は次のとおりです。
合成樹脂加工品事業
・建築用床材

教育施設、医療福祉施設、生産施設、マンション等の床材
抗ウイルス性ノーワックス床シート、超防汚・抗ウイルス性ノーワ
ックス床シート、発泡層付床シート、各種機能性床シート、防滑性
床シート

・屋上防水材
教育施設、医療福祉施設、オフィス、店舗、工場、マンション、一般
住宅等の防水材
汎用防水シート、高耐久防水シート、機能性防水シート（遮熱シー
ト、難燃シート、発泡層付防水シート）

・壁装材
教育施設、店舗、オフィス、マンション、医療福祉施設、一般住宅等
の壁紙
TVOC対策品、抗菌・抗ウイルス製品、消臭製品及び一般品

・車両用床材
鉄道車両用、バス用の床材

・機能性フィルム
印刷用化粧フィルム、保護フィルム、IC関連加工用フィルム、抗ウイ
ルス性フィルム

・海外輸出床材
建築用床材
教育施設、医療福祉施設

輸出機器用床材
鉄道車両用、バス用、特殊車両用、航空機用、船舶用

・工事業
防水工事業及び内装仕上工事業

不動産賃貸事業
・ショッピングセンター施設
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（8）主要な事業所
①当社
名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 東京都墨田区 横 浜 営 業 所 神奈川県横浜市
本 社 分 室 東京都墨田区 名 古 屋 営 業 所 愛知県名古屋市
大 阪 支 店 大阪府大阪市 大 阪 営 業 所 大阪府大阪市
札 幌 営 業 所 北海道札幌市 広 島 営 業 所 広島県広島市
仙 台 営 業 所 宮城県仙台市 福 岡 営 業 所 福岡県福岡市
北 関 東 営 業 所 埼玉県さいたま市 土 浦 事 業 所 茨城県土浦市
土 浦 営 業 所 茨城県土浦市 賃 貸 施 設 東京都葛飾区
東 京 営 業 所 東京都墨田区

②子会社
名 称 所 在 地

株 式 会 社 ロ ン テ ク ノ 東京都豊島区
ロンシールインコーポレイテッド 米国カリフォルニア州
龍喜陸（上海）貿易有限公司 中国上海市

（9）従業員の状況
①企業集団の従業員数

従業員数 前期末比
437名 ３名増

②当社の従業員数
従業員数 前期末比 平均年齢 平均勤続年数

385名 ―名 42.6歳 17.2年
（注） １．従業員数は就業人員数であります。

２．上記従業員数には、臨時従業員は含まれておりません。

（10）主要な借入先
借 入 先 借入金残高

百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100
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２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 9,000,000株
（2）発行済株式総数 4,625,309株（自己株式16,408株を含む)
（3）株 主 数 4,141名
（4）大 株 主 （上位10名）

株 主 名 持 株 数 持株比率
千株 ％

東ソー株式会社 1,757 38.14
ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ ＢＲＯＫＥＲＳ ＬＬＣ 430 9.33
株式会社みずほ銀行 211 4.58
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 137 2.98
東京海上日動火災保険株式会社 91 1.97
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 65 1.42
日本生命保険相互会社 53 1.15
ロンプ持株会 48 1.04
ＪＰモルガン証券株式会社 44 0.96
松井証券株式会社 41 0.89
（注） 持株比率は、自己株式（16,408株）を控除して計算しております。

（5）その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。

３．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況
大 村 朗 代表取締役社長 社長執行役員

蓮 沼 修
取締役常務執行役員

（土浦事業所長 研究・開発
部担当 ） 株式会社ロンテクノ取締役

ロンシールインコーポレイテッド取締役

井 関 直 彦
取締役常務執行役員

(人事・総務部 経理部 監
査室 ＣＳＲ推進室担当
大阪支店長 )

常 盤 昭 夫
取締役常務執行役員

（防水事業部長 建装事業部
担当 ）

株式会社ロンテクノ取締役
ロンシールインコーポレイテッド取締役
龍喜陸（上海）貿易有限公司董事

石 澤 英 夫
取締役執行役員

(品質保証部 経営管理部
情報システム部 購買部担
当 ) ロンシールインコーポレイテッド取締役

神 長 俊 樹 取締役
前 田 篤 取締役（常勤監査等委員）
渡 部 秀 樹 取締役（監査等委員）
河 本 浩 爾 取締役（監査等委員） 東ソー株式会社常勤監査役
（注）１．取締役のうち神長俊樹氏、渡部秀樹氏及び河本浩爾氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役

であります。なお、神長俊樹氏及び渡部秀樹氏は東京証券取引所が指定を義務付ける独立役員であ
ります。

２．当社は定款において常勤の監査等委員を選定することができる旨を定めており、監査等委員会の活
動の実効性を確保するためには常勤者による監査が必要と判断し、当該規定に基づき前田篤氏を常
勤の監査等委員として選定しております。

３．取締役 河本浩爾氏は、他社での経営者、監査役としての豊富な経験があり、財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有しております。

４．当期中の取締役の異動
①渡部秀樹氏は、2022年６月29日開催の第79回定時株主総会において、新たに取締役に選任され就
任いたしました。

②大石秀夫氏は、2022年６月29日開催の第79回定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任
いたしました。
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度

額としております。

（3）取締役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、監査等委員でない取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を取締役会の
決議により決定しております。その概要は、固定報酬と業績連動報酬により構成されてお
り、固定報酬は、役職位に応じた額とし、業績連動報酬は、会社の業績を客観的に示す前
事業年度の連結経常利益を業績指標とし、貢献度等を総合的に勘案して個人別に決定して
おります。
また、個人別報酬等の額に対する、固定報酬、業績連動報酬の割合は、業績指標とする

連結経常利益の額及び個人別の貢献度等により決定しております。
当事業年度を含む連結経常利益の推移は１．(５)財産及び損益の状況の推移に記載のと

おりです。
取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、2022年６月29日開催の第79回

定時株主総会において決議された報酬限度額の範囲内で、代表取締役社長大村朗が社外取
締役の助言及び監査等委員会との協議において決定方針との整合性を含めた多角的な検討
によって報酬案を作成しております。この報酬案について取締役会も基本的にその答申を
尊重し決定方針に沿うものであると判断しております。
社外取締役は、監督機能を有効に機能させる観点等から、固定報酬のみとしておりま

す。
② 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

監査等委員でない取締役の金銭報酬の額は、2022年６月29日開催の第79回定時株主
総会において年額300百万円以内（うち社外取締役分30百万円以内）と決議しておりま
す（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）。当該定時株主総会終結時点の監査等
委員でない取締役の員数は６名（うち、社外取締役は１名）です。
監査等委員である取締役の金銭報酬の額は、2016年６月29日開催の第73回定時株主

総会において年額74百万円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査
等委員である取締役の員数は３名（うち、社外取締役は２名）です。
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③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長大村朗が社外取締役の助言及び監査等委員

会との協議を経て監査等委員でない取締役の個人別の報酬額を決定しております。
なお、これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当事

業の評価を行うには代表取締役社長大村朗が最も適しているからであります。
監査等委員である取締役の報酬額は、監査等委員の協議に基づき決定しております。

④ 取締役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

監査等委員
でない取締役

（うち社外取締役）
94

（５）
89

（５）
５

（―）
―

（―）
６

（１）

監査等委員
である取締役

（うち社外取締役）
21

（９）
21

（９） ― ― ４
（３）

（注） １．上記には、2022年６月29日開催の第79回定時株主総会終結の時をもって退任した１名を含んでお
ります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は、含まれておりません。

（4）社外役員に関する事項
当該事業年度における主な活動の状況
① 監査等委員でない社外取締役 神長俊樹氏
ア．取締役会への出席状況及び発言状況

当事業年度中に開催した13回の取締役会のうち、13回出席し、他社での経営者
としての豊富な経験、知見を有する立場で必要な発言を適宜行っております。

イ．社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
他社での経営者としての豊富な経験、知見を有する立場で、当社の中長期的な成

長に向けた事業戦略に関する助言や組織体制に関する意見等、有益な助言を行うと
ともに、独立した客観的な立場から経営陣に対する実効性の高い監督機能を果たし
ております。

ウ．重要な兼職先である法人等と当社との関係
該当事項はありません。
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② 監査等委員である社外取締役 渡部秀樹氏
ア．取締役会及び監査等委員会への出席状況及び発言状況

社外取締役就任後に開催した10回の取締役会のうち、10回出席し、議案審議に
つき、他社での経営者としての豊富な経験、知見を有する立場で必要な発言を適宜
行っております。

同様に、社外取締役就任後に開催した７回の監査等委員会のうち、７回出席し、
常勤監査等委員より日常監査などの報告を受け、意見交換し、必要に応じて調査を
求め、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

イ．社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
他社での製造部門、技術部門等での豊富な経験、知見を有する立場で、当社の中

長期視点に基づいた製造技術、品質管理等に関する有益な助言を行っております。
また、監査等委員会においても、独立した客観的な立場から内部統制システム及び
取締役の職務の執行状況等に関し経営陣に対する実効性の高い監査・監督機能を果
たしております。

ウ．重要な兼職先である法人等と当社との関係
該当事項はありません。

③ 監査等委員である社外取締役 河本浩爾氏
ア．取締役会及び監査等委員会への出席状況及び発言状況

当事業年度中に開催した13回の取締役会のうち、13回出席し、議案審議につき、
他社での経営者、監査役としての豊富な経験、知見及び財務・会計に関する相当程
度の知見を有する立場で必要な発言を適宜行っております。
同様に、当事業年度中に開催した10回の監査等委員会のうち、10回出席し、常

勤監査等委員より日常監査などの報告を受け、意見交換し、必要に応じて調査を求
め、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

イ．社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
他社での経営管理部門での豊富な経験、財務・会計に関する相当程度の知見を有

する立場で、中長期視点に基づいた事業の方向性に関する有益な助言を行っており
ます。また、監査等委員会においても、会計及び経営全般に対する実効性の高い監
査・監督機能を果たしております。

ウ．重要な兼職先である法人等と当社との関係
兼職先である東ソー株式会社は、当社の筆頭株主であり、一部の原材料の供給を

受けております。同社との直接取引における依存度は軽微であり、その他金銭等の
賃借関係、保証・被保証の関係はありません。
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５．会社の役員等賠償責任保険契約に関する事項
（1）被保険者の範囲

当社役員及び子会社の役員
（2）役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間
で締結し、被保険者が負担することになる業務の遂行に起因して損害賠償請求がなされたこ
とによって被る損害を当該保険契約により補填することとしております。
当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社役員及び子会社の役員であり、全ての被保

険者について、その保険料を全額当社及び子会社が負担しております。

2023年05月25日 15時05分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 23 ―

６．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

アーク有限責任監査法人

（2）責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

（3）会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額

27百万円
② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

27百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、上記の金額には金融商品
取引法に基づく監査の報酬等の額を含めております。

２．会計監査人の報酬等の額について監査等委員会が同意した理由
当監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報
酬見積の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計
監査人の報酬等の額について同意いたしました。

（4）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（5）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査等委員の全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正性及

び信頼性が確保できないと認めたときは、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任
に関する議案の内容を決定いたします。

（6）子会社の監査の状況
当社子会社ロンシールインコーポレイテッドは、当社の会計監査人以外の監査法人による

監査を受けております。
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７．会社の体制及び方針
（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制

① 取締役及び執行役員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ア．役職員が法令・定款及び社会規範を遵守するための行動規範を示した「ロンシールグ
ループ 行動指針」を定め、取締役及び執行役員は率先垂範して同指針を遵守する。

イ．取締役会への付議及び報告の基準となる「取締役会規則」及び「職務権限規程」を定
め、取締役及び執行役員は同規則及び同規程に則り職務を執行する。

ウ．取締役の職務の執行は、監査等委員会の監査を受ける。
② 取締役及び執行役員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

情報の保存及び管理に関する「文書管理規程」を定め、株主総会議事録、取締役会議事
録、その他取締役（監査等委員である取締役を除く）及び執行役員の職務執行に係る情報
が記載された文書を常時、取締役、執行役員から閲覧の要請があった場合に速やかに閲覧
できるよう適切な場所に保管するとともに、定められた期間保存する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア．「リスク管理基本規程」に則り、リスク管理体制を整備するとともに、役職員への周
知徹底を行う。

イ．リスク管理の状況を定期的に取締役会に報告する。
④ 取締役及び執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア．監査等委員会設置会社として、取締役会の監督機能強化に取組み、経営の監督・意思
決定機能と業務執行を分離し、業務執行に関する意思決定を機動的に行っていくため、
取締役会の決議により定めた一定の事項については、経営会議及び稟議手続きを経て決
定する。

イ．取締役会の決議により、業務執行を担当する執行役員を選任し担当業務を定め、会社
の業務を委任する。各執行役員は社内規程に基づき委譲された職務権限により、取締役
会で決定した会社の方針、業務執行に関する経営会議での決定事項及び社長の指示の下
に業務を執行する。
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⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ア．役職員が法令・定款及び社会規範を遵守するための行動規範を示した「ロンシールグ
ループ 行動指針」を定め、同指針の遵守を徹底する。

イ．「コンプライアンス規程」に則り、役職員一人一人が高い倫理観を持ち公正誠実にコ
ンプライアンスを実践するよう継続的な教育を推進する。

ウ．コンプライアンス統括部門、コンプライアンス・ハラスメント通報窓口を設け、コン
プライアンスに関する相談又は通報が出来る体制を整える。また、通報を行った者に対
し、当該通報したことを理由に不利な取扱いを行わないことを確保する。

⑥ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
ア．当社は、「子会社管理規程」に則り、その適正な運用を図る。
イ．子会社は、当社のリスク管理体制に準じた自律的な管理体制を構築・運用し、当社は
適切な報告を求める。

ウ．子会社は、職務権限及び意思決定のルールを明確化し、当社は適切な管理及び指導を
行う。

エ．当社は、当社グループの役職員が法令・定款及び社会規範を遵守するための行動規範
を示した「ロンシールグループ 行動指針」を子会社へ周知徹底する。

⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用
人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項、監査等
委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

ア．当社は、監査等委員会の職務を補助するため、監査等委員会事務局を設置する。
イ．監査等委員会事務局の主要な人事については監査等委員会と事前に協議する。
ウ．監査等委員会がその職務を補助すべき使用人について、当該使用人の取締役（監査等
委員である取締役を除く）からの独立性、監査等委員会の指示の実効性を確保するため
の体制に関し監査等委員会から要請があれば協議の上、協力する。
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⑧ 当社及び子会社の取締役等及び使用人が当社の監査等委員会へ報告をするための体制並
びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制

ア．当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）、執行役員及び使用人、並びに子会
社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、当社及び子会社
の業務又は業績に影響を与える重要な事項について、監査等委員会に遅滞なく報告す
る。前記に関わらず、監査等委員会はいつでも必要に応じて、当社の取締役（監査等委
員である取締役を除く）、執行役員及び使用人、並びに子会社の取締役、監査役及び使
用人に対して報告を求めることができる。

イ．内部監査状況（内部統制システムの状況を含む）及びリスク管理に関する状況、並び
に社内通報制度に関する通報状況については監査等委員会へ遅滞なく報告する。

ウ．前各項に関して、監査等委員会への報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理
由として不利な取扱いを行わない。

⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア．社長は、監査等委員と定期的な会合を開催し、経営全般に亘る事項について意見交換
を行う。

イ．監査等委員会は、内部監査部門及び会計監査人から適宜報告を受け、相互連携を図
る。

ウ．監査等委員が職務の執行上必要と認める費用又は債務の処理について、会社に請求す
ることができる。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、上記（１）の業務の適正を確保するための体制について、内部統制システムの

整備及び運用状況を調査し取締役会にその内容を報告しております。また、調査の結果判
明した問題点につきましては、体制の整備又は運用の見直しを行い、より適切な内部統制
システムの構築・運用に努めております。
当事業年度の運用状況としましては、取締役及び使用人は法令及び社内規程に基づき業

務を執行し、内部統制システムが適正に運用されている事を確認しております。また、社
内研修においてコンプライアンス教育等を実施し、「ロンシールグループ 行動指針」の周
知・徹底を行っております。
なお、リスクの管理状況は取締役会に報告し、状況を確認の上、当社グループにおける

業務の適正を確保するための体制強化を図っております。
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（3）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社は、「ロンシールグループ 行動指針」に反社会的勢力との関係遮断に関する行動指

針を示し、社内教育・研修等を通じてその内容を周知徹底しております。また、人事・総
務部を担当部署とし、事案の発生時には警察当局、顧問弁護士等と緊密に連絡を取り、速
やかに対処できる体制を整備しております。

（4）株式会社の支配に関する基本方針
当社では、以下の経営方針を支持する者が、「会社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者」であることが望ましいと考えております。

【経営方針】
当社は、『ステークホルダーの信頼に応え続けること』を経営の基本としております。そ

のために、健全な経営システムの下、企業価値の向上を目指し、更なるコーポレートガバナ
ンスの強化が重要であると認識しております。
コーポレートガバナンスの基本方針は次のとおりです。

① 経営のスピードアップと事業遂行力の向上
② 企業行動の透明性と健全性の確保
③ 適時かつ適切な情報開示及びアカウンタビリティ (説明責任）の充実

なお、上記の経営方針に照らして不適切な者が当社支配権の獲得を表明した場合には、
当該表明者や第三者（独立社外者）とも協議の上、次の３項目の要件を充足する必要かつ
妥当な措置を講じるものとします。
・当該措置が上記の経営方針に沿うものであること
・当該措置が株主の共同の利益を損なうものでないこと
・当該措置が役員の地位の維持を目的とするものでないこと

2023年05月25日 15時05分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

招
集
ご
通
知

事
業
報
告

― 28 ―

（5）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主価値の持続的な向上を目指し、将来の事業展開に必要な内部留保を確保し

つつ、永続的かつ安定的な利益還元を行うことを基本としております。利益還元の目標と
しては、安定配当を基本として連結当期純利益の20％～40％を目安とし、内部留保及び
事業環境等を総合的に勘案し決定します。
このような方針の下、第80期の期末配当につきましては、2023年５月15日開催の取

締役会において、以下のとおり剰余金の処分に関する決議をいたしました。
① 配当財産の種類

金銭といたします。
② 配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき60円 総額 276,534,060円
③ 剰余金の配当が効力を生じる日

2023年６月12日
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連結貸借対照表（2023年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額
（資産の部） （25,343）

流 動 資 産 16,906
現 金 ・ 預 金 6,437
受 取 手 形 900
電 子 記 録 債 権 2,173
売 掛 金 3,144
商 品 及 び 製 品 2,828
仕 掛 品 343
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 721
そ の 他 の 流 動 資 産 364
貸 倒 引 当 金 △7

固 定 資 産 8,436
有 形 固 定 資 産 7,198
建 物 及 び 構 築 物 3,231
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 776
工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 297
土 地 2,419
リ ー ス 資 産 436
建 設 仮 勘 定 36
無 形 固 定 資 産 175
投 資 そ の 他 の 資 産 1,062
投 資 有 価 証 券 851
繰 延 税 金 資 産 129
その他の投資その他の資産 98
貸 倒 引 当 金 △16

資 産 合 計 25,343

科 目 金 額
（負債の部） （7,090）

流 動 負 債 5,351
支 払 手 形 ・ 買 掛 金 2,727
電 子 記 録 債 務 1,045
短 期 借 入 金 180
リ ー ス 債 務 86
未 払 金 627
未 払 法 人 税 等 69
契 約 負 債 152
預 り 金 16
賞 与 引 当 金 233
設 備 関 係 支 払 手 形 30
そ の 他 の 流 動 負 債 182

固 定 負 債 1,739
リ ー ス 債 務 386
預 り 保 証 金 1,298
退 職 給 付 に 係 る 負 債 53
（純資産の部） （18,252）

株 主 資 本 17,727
資 本 金 5,007
資 本 剰 余 金 4,121
利 益 剰 余 金 8,626
自 己 株 式 △27

その他の包括利益累計額 524
その他有価証券評価差額金 380
為 替 換 算 調 整 勘 定 144

負 債 及 び 純 資 産 合 計 25,343

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで） （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高
顧 客 と の 契 約 か ら 生 じ る 収 益 19,200
顧客との契約から生じる収益以外の収益 360 19,560

売 上 原 価 12,865
売 上 総 利 益 6,694
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,126
営 業 利 益 568
営 業 外 収 益

受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 38
そ の 他 の 営 業 外 収 益 71 109

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8
そ の 他 の 営 業 外 費 用 0 8
経 常 利 益 668
特 別 利 益 ―
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2 2
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 666
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 227
法 人 税 等 調 整 額 △8
当 期 純 利 益 448
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 448

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書（2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで） （単位：百万円）

項 目
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 5,007 4,121 8,477 △27 17,579
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △299 △299
親会社株主に帰属する当期純利益 448 448
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 △0 △0 0 0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― △0 148 △0 148
当 期 末 残 高 5,007 4,121 8,626 △27 17,727

（単位：百万円）

項 目
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 360 18 378 17,957
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △299
親会社株主に帰属する当期純利益 448
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 20 126 146 146

当 期 変 動 額 合 計 20 126 146 295
当 期 末 残 高 380 144 524 18,252
（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ３社
（2）連結子会社の名称

株式会社ロンテクノ
ロンシールインコーポレイテッド
龍喜陸（上海）貿易有限公司

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のロンシールインコーポレイテッド及び龍喜陸（上海）貿易有限公司の決算日は、12月31日

であり、当連結計算書類の作成にあたり同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日か
ら３月31日までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
ア.市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定）
イ.市場価格のない株式等 総平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産
ア. リース資産以外の有形固定資産 定額法
イ . リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によってお
ります。
なお、米国における在外連結子会社については、米国会計基準ASU第2016-02
「リース」を適用しております。米国会計基準ASU第2016-02「リース」によ
り、原則として全てのリースを貸借対照表に資産及び負債として計上しており
ます。

②無形固定資産 定額法（なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法）

③長期前払費用 均等償却

（3）重要な引当金の計上基準
①貸 倒 引 当 金 売掛金、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

②賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給に備え、支給見込額に基づき計上しております。
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（4）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法 従業員の退職給付に備えるため、当社は適格退職年金制度の廃止日（2003年

６月30日）における自己都合要支給額から当該時点における年金資産を控除し
た金額に基づき、子会社は当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に
基づき当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しており
ます。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
当社グループは、合成樹脂の加工及び販売を行っております。当社及び国内連結子会社は約束した財の

支配が顧客に移転した時点で当該財と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。顧客
による支配の獲得時点は、出荷時と判断しております。
これらの収益は顧客との契約において約束された対価から、一定期間の取引数量等に応じた売上リベー

ト等を控除した金額で測定しております。また、有償支給取引において、金融取引として有償支給先に残
存する支給品について棚卸資産を認識するとともに、有償支給先に残存する支給品の期末棚卸高相当額に
ついて契約負債を認識しております。
米国における在外連結子会社は、ASC第606号「顧客との契約から生じる収益」を適用しており、約束

した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる
金額で収益を認識しております。

会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年

度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
当社の製品1,685百万円
当社における製品の評価においては、営業循環過程から外れた棚卸資産について、収益性の低下の事実を反

映するために、滞留期間に応じて規則的に帳簿価額を切り下げる方法を採用しております。当該評価に当たっ
ては、滞留期間に対応した帳簿価額の切下げ率の決定が重要な要素となっており、これは経営者による重要な
仮定に基づいて決定されております。帳簿価額の切下げ率の決定に当たっては、過去の販売実績や処分実績、
競合他社との価格競争や製品の需給環境等の外部環境を踏まえた将来の販売計画を考慮する必要があり、実際
の販売状況が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、当社の製品の金額に重要な影
響を与える可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 19,178百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 4,625,309株
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２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年５月13日
取締役会 普通株式 299 65.00 2022年３月31日 2022年６月10日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2023年５月15日
取締役会 普通株式 利益剰余金 276 60.00 2023年３月31日 2023年６月12日

３．新株予約権に関する事項
該当事項はありません。

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については、短期的な預金等に限定し、資金の調達については、銀行等金融
機関からの借入により行っております。
受取手形、売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、販売取引先管理規程に沿って、リス

ク低減を図っております。
投資有価証券は、株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
支払手形・買掛金並びに電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであり

ます。
（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表
計上額（*1） 時価（*1） 差額

（１）投資有価証券
その他有価証券

（２）リース債務（流動負債、固定負債）
（３）預り保証金

836
（473）

（1,298）

836
（460）

（1,239）

―
（13）
（58）

（*1）「現金・預金」は注記を省略しており、「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形・買掛金」、
「電子記録債務」、「短期借入金」は、短期間で決済されるものであるため時価が帳簿価額に近似することから、
記載を省略しております。

（*2）負債に計上されているものについては、()で示しております。
（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額15百万円）は、市場価格のない株式等であるため「（1）投資有価証

券 その他有価証券」に含めておりません。
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券 836 ― ― 836

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

リース債務（流動負債、固定負債）
預り保証金

―
―

（460）
（1,239）

―
―

（460）
（1,239）

負債計 ― （1,699） ― （1,699）
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

１．投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。
２．リース債務(流動負債、固定負債)

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間などを加味した利率を基に割引現在価値法
により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

３．預り保証金
これらの時価は、返済予定期間及び返済予定額を見積もり、合理的と考えられる割引率で割り引いた

現在価値により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
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賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、東京都葛飾区四つ木において、ショッピングセンター施設（土地を含む）を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

851 3,600

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当期末時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準に基づいた鑑定評価であります。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 3,960円30銭
１株当たり当期純利益 97円25銭
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収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約及びその他の源泉から認識した収益は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

報告セグメント
調整額 連結計算書類

計上額合成樹脂加工品
事業 不動産賃貸事業 計

売上高

日本 16,632 ― 16,632 ― 16,632

北米 1,787 ― 1,787 ― 1,787

欧州 191 ― 191 ― 191

アジア 519 ― 519 ― 519

その他 68 ― 68 ― 68

顧客との契約から生じる
収益 19,200 ― 19,200 ― 19,200

その他の収益 ― 360 360 ― 360

外部顧客への売上高 19,200 360 19,560 ― 19,560

セグメント間の内部売上
高又は振替高 ― ― ― ― ―

計 19,200 360 19,560 ― 19,560

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「連結計算書類の作成のため

の基本となる重要な事項に関する注記等 ４．会計方針に関する事項 （5）重要な収益及び費用の計上基準」
に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（単位：百万円）

当連結会計年度

契約負債（期首残高） 102

契約負債（期末残高） 152

返金負債（期首残高） 23

返金負債（期末残高） 24
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貸借対照表（2023年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額
（資産の部） （23,044）

流 動 資 産 14,766
現 金 ・ 預 金 5,041
受 取 手 形 797
電 子 記 録 債 権 2,153
売 掛 金 3,014
未 収 入 金 403
前 払 費 用 12
商 品 及 び 製 品 2,368
仕 掛 品 244
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 721
そ の 他 の 流 動 資 産 7

固 定 資 産 8,278
有 形 固 定 資 産 7,033
建 物 2,950
構 築 物 280
機 械 及 び 装 置 765
車 両 運 搬 具 11
工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 292
土 地 2,496
リ ー ス 資 産 198
建 設 仮 勘 定 36
無 形 固 定 資 産 174
施 設 利 用 権 19
ソ フ ト ウ エ ア 108
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 45
投 資 そ の 他 の 資 産 1,070
投 資 有 価 証 券 809
関 係 会 社 株 式 181
差 入 保 証 金 28
長 期 前 払 費 用 36
その他の投資その他の資産 21
繰 延 税 金 資 産 9
貸 倒 引 当 金 △15

資 産 合 計 23,044

科 目 金 額
（負債の部） （6,229）

流 動 負 債 4,862
支 払 手 形 308
電 子 記 録 債 務 1,045
買 掛 金 2,272
短 期 借 入 金 180
リ ー ス 債 務 20
未 払 金 526
未 払 法 人 税 等 25
契 約 負 債 36
未 払 費 用 108
預 り 金 15
賞 与 引 当 金 221
設 備 関 係 支 払 手 形 30
そ の 他 の 流 動 負 債 71

固 定 負 債 1,366
リ ー ス 債 務 216
預 り 保 証 金 1,123
退 職 給 付 引 当 金 26

（純資産の部） （16,815）
株 主 資 本 16,446
資 本 金 5,007
資 本 剰 余 金 4,120
資 本 準 備 金 4,120
利 益 剰 余 金 7,345
利 益 準 備 金 311
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,033
繰 越 利 益 剰 余 金 7,033

自 己 株 式 △27
評 価 ・ 換 算 差 額 等 369
その他有価証券評価差額金 369

負 債 及 び 純 資 産 合 計 23,044
（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで） （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 17,188

売 上 原 価 11,987

売 上 総 利 益 5,200

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,026

営 業 利 益 174

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 290

そ の 他 の 営 業 外 収 益 71 361

営 業 外 費 用

支 払 利 息 8 8

経 常 利 益 528

特 別 利 益 ―

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2 2

税 引 前 当 期 純 利 益 525

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 69

法 人 税 等 調 整 額 10

当 期 純 利 益 445
（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで） （単位：百万円）

項 目

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5,007 4,120 0 4,120 311 6,887 7,199
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △299 △299
当 期 純 利 益 445 445
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 △0 △0 △0 △0
株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △0 △0 ― 145 145
当 期 末 残 高 5,007 4,120 ― 4,120 311 7,033 7,345

(単位：百万円)

項 目
株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計 そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
当 期 首 残 高 △27 16,300 347 16,647
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △299 △299
当 期 純 利 益 445 445
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額） 21 21

当 期 変 動 額 合 計 △0 145 21 167
当 期 末 残 高 △27 16,446 369 16,815
（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

① 子 会 社 株 式 総平均法による原価法
② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法に
より算定）

市場価格のない株式等 総平均法による原価法
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

①リース資産以外の有形固定資産 定額法
②リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によってお
ります。

（2）無形固定資産 定額法（なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法）

（3）長期前払費用 均等償却
３．引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金 売掛金、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給に備え、支給見込額に基づき計上しております。
（3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、適格退職年金制度の廃止日（2003年６月30

日）における自己都合要支給額から当該時点における年金資産を控除した金額
に基づいて計上しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準
当社は、合成樹脂の加工及び販売を行っております。当社は約束した財の支配が顧客に移転した時点で

当該財と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。顧客による支配の獲得時点は、出
荷時と判断しております。
これらの収益は顧客との契約において約束された対価から、一定期間の取引数量等に応じた売上リベー

ト等を控除した金額で測定しております。また、有償支給取引において、金融取引として有償支給先に残
存する支給品について棚卸資産を認識するとともに、有償支給先に残存する支給品の期末棚卸高相当額に
ついて契約負債を認識しております。
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会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算

書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
当社の製品1,685百万円
会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報は、連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する

注記）」の内容と同一であります。

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 19,093百万円
２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
（1） 短期金銭債権 583百万円
（2） 短期金銭債務 144百万円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売 上 高 3,158百万円
仕 入 高 333百万円
営業取引以外の取引高 253百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数
普 通 株 式 16,408株

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳
繰延税金資産
退職給付引当金 7百万円
賞与引当金 78百万円
未払事業税 5百万円
その他 91百万円
繰延税金資産小計 184百万円
評価性引当額 △11百万円

繰延税金資産合計 172百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △162百万円
繰延税金負債合計 △162百万円

繰延税金資産の純額 9百万円
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関連当事者との取引に関する注記
１.親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又は
出資金

（百万円）
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

その他の
関係会社 東ソー㈱ 東京都

港区 55,173
ソーダ・
石油化学
製品等の
製造販売

（被所有）
直接38.4

原材料の仕
入
役員の兼任

原材料の仕
入 296 買掛金 134

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含みませんが、期末残高には消費税等を含みます。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

独立第三者間取引を参考にして取引条件を決定しています。
２.関連会社等

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又は
出資金

（百万円）
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 ㈱ロンテクノ 東京都
豊島区 20

建材商品
の仕入・
販売及び
工事

100.0
建材製品の
販売
役員の兼任

建材製品の
販売
受取配当金

2,313
100

売掛金 231

子会社
ロンシールイ
ンコーポレイ
テッド

米国
カ リ フ
ォ ル ニ
ア州

80
（380千米ドル）

建材商品
の仕入及
び販売

100.0
建材製品の
販売
役員の兼任

建材製品の
販売
受取配当金

832
153

売掛金
未収入
金

181

153

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含みませんが、期末残高には消費税等を含みます。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

独立第三者間取引を参考にして取引条件を決定しています。
受取配当金については、子会社の当期純利益に基づき協議の上決定しています。

３.兄弟会社等

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又は
出資金

（百万円）
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

その他の
関係会社
の子会社

東ソー物流㈱ 山口県
周南市 1,200

荷役業務
の受託・
配送業務

―
荷役業務の
受託・配送
業務

請負業務等
賃貸料の受
取等

1,342

12
未払金 242

その他の
関係会社
の子会社

大洋塩ビ㈱ 東京都
港区 6,000

塩化ビニ
ル樹脂の
製造及び
販売

― 原材料の仕
入

原材料の仕
入 1,134 買掛金 526

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含みませんが、期末残高には消費税等を含みます。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

独立第三者間取引を参考にして取引条件を決定しています。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 3,648円45銭
１株当たり当期純利益 96円67銭
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収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
連結計算書類「連結注記表（収益認識に関する注記）」と同一であります。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2023年５月10日
ロンシール工業株式会社
取 締 役 会 御中

アーク有限責任監査法人
東京オフィス
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 藤 本 幸 宏
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 長 井 裕 太

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ロンシール工業株式会社の2022年４月１日から

2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ロンシール工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
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監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2023年５月10日
ロンシール工業株式会社
取 締 役 会 御中

アーク有限責任監査法人
東京オフィス
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 藤 本 幸 宏
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 長 井 裕 太

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ロンシール工業株式会社の2022年４月１

日から2023年３月31日までの第80期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第80期事業年度における取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内

容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとと
もに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社

の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関す
る事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業
所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監
査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている株式会社の支配に関する基本方針及び取組みについては、取締役会等に
おける審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

④ 事業報告に記載されている株式会社の支配に関する基本方針及び取組は、相当であると認めます。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月12日

ロンシール工業株式会社 監査等委員会

常勤監査等委員 前 田 篤 ㊞
監 査 等 委 員 渡 部 秀 樹 ㊞
監 査 等 委 員 河 本 浩 爾 ㊞

（注）監査等委員渡部秀樹及び河本浩爾は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役
であります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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国際ファッションセンタービル
11階（115号室）

株主総会会場ご案内図

国際ファッションセンタービル
11階（115号室）

東京都墨田区横網一丁目６番１号

○交通
・地下鉄大江戸線……両国駅下車「A１」出入口より徒歩０分。
・JR総武線……………両国駅下車

東口改札より改札出て左折。線路沿い直進し、つき
あたり（清澄通り）を左折。徒歩約７分。
西口改札より両国国技館・江戸東京博物館の間の歩
行者道路（赤レンガ）に沿って徒歩約７分。

ホームページアドレス
https://www.lonseal.co.jp/
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